
３３　n-ヘキサン

１．物質に関する基本的事項

(1)　分子式・分子量・構造式

物質名： n-ヘキサン
（別の呼称：ヘキサン、ノルマルヘキサン、ジプロピル）

CAS番号：110-54-3

分子式：C6H14

分子量：86.2
構造式：

（2） 物理化学的性状

本物質は無色透明な揮発性液体で、特異な臭気を持つ 1)。水溶性は低い。

融点 -95.3 ℃ 2)

沸点 68.7 ℃ 2)

比重 0.655～0.660 2)

蒸気圧 13～20.7 kPa (15.8～20 ℃) 2)

換算係数 1ppm=3.53 mg/m3   at 25℃,気体（計算値）

n-オクタノール/水分配係数 3.9～4.11 2)

水溶性 9.47 mg/L 3)

（3） 環境運命に関する基礎的事項

本物質の蓄積性はやや高いと想定される。濃縮性は次のとおりである。

BODから算出した分解度：

100 %(試験期間：4週間、被験物質：100 mg/L、活性汚泥：30 mg/L) 4)

生物濃縮係数（log BCF）：2.24、2.89 (計算値) 5)

注：計算値とは、化学構造式から推定される予測値

（4） 製造輸入量及び用途

①　生産量・輸入量等

本物質の平成 11 年における国内生産量は約 70,000 kl であり、輸出入量についての記載は

ないことから 1)、推定される国内流通量は約 70,000 kl である。また、OECDに報告している

生産量は 10,000 t以上である。国内流通量の目安として、生産量の推移 6)を次の図に示した。

［３３］　n-ヘキサン
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n-ヘキサン生産量の推移 6)
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②　用　途

本物質の主な用途は、食用油脂抽出溶剤及び接着剤溶剤、塗料、インキなどの各種溶剤で

ある 1)。
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２．暴露評価

環境リスクの初期評価のため、わが国の一般的な国民の健康や、水生生物の生存・生育を

確保する観点から、実測データをもとに基本的には特定の排出源の影響を受けていない一般

環境等からの暴露を評価することとし、安全側に立った評価の観点からその大部分がカバー

される高濃度側のデータによって暴露量の評価を行った。原則として統計的検定の実施を含

めデータの信頼性を確認した上で最大濃度を評価に用いているが、多数のデータが得られ、

その一部に排出源周辺等のデータも含まれると考えられる場合には、95パーセンタイル値に

よる評価を行っている。

(1) 環境中分布の予測

本物質の環境中の分布について、各環境媒体間への移行量の比率を EUSESモデルを用いて

算出した結果を表 2.1 に示す。なお、モデル計算においては、面積 2,400km2、人口約 800 万

人のモデル地域を設定して予測を行った 1),2)。
 
                     　表 2.1　本物質の各媒体間の分布予測結果

分布量(％)

大　　　気

水　　　質

土　　　壌

底　　　質

      90.0

       2.6

       0.01

       7.4

(2) 各媒体中の存在量の概要

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。各媒体ごとにデータの信頼性が確

認された調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.2

に示す。
                           表 2.2　本物質の各媒体中の存在状況

媒　　　　　　体
幾　何

平均値

算　術

平均値
最小値 最大値

検　出

下限値
検出率

調　査

地　域
測定年 文献

一般環境大気       µg/m3

室内空気           µg/m3

地下水             µg/L

公共用水域・淡水   µg/L

 10.3

7.1

< 1

< 0.3

 11.0

< 1

< 0.3

  6.8

< 0.1

< 0.3

 16.8

 98

  0.5

1

0.3

3/3

189/207

0/73

1/20

関東

全国

東京

全国

1995

1998

1996-97

2001

3

4

5

2

注：1)  スロバキアの公共用水域のデータとして概ね 0.04 µg/L未満の報告がある(1992)6)。
2)  スロバキアの底質のデータとして概ね 0.00080 µg/g･dryの報告がある(1992)6)。

(3) 人に対する暴露の推定（一日暴露量の予測最大量）

空気（一般環境大気及び室内空気）及び地下水の実測値を用いて、人に対する暴露の推定

を行った。ここで地下水のデータを用いたのは、飲料水の分析値が得られなかったためであ

る（表 2.3）。化学物質の人による一日暴露量の算出に際しては、人の１日の呼吸量、飲水量

及び食事量をそれぞれ 15m3、2L及び 2,000gと仮定し、体重を 50kgと仮定している。なお、
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食物の分析値が得られなかったが、食物中への当物質の移行量のモデルによる推測結果から

は、食物経由の暴露量が小さく無視できると判断された 1)。
  
                 　　　　表 2.3　本物質の各媒体中濃度と一日暴露量

媒　体 濃　　　度 一日暴露量

平

均

大　気

 一般環境大気

 室内空気

水　質

 飲料水

 地下水

 公共用水域・淡水

食　物

土　壌

概ね 10 µg/m3  (1995)

7.1 µg/m3程度  (1998)

データはない

概ね 1 µg/L未満程度  (1996-7)

0.3 µg/L未満程度(2001) 

モデル計算により､食物への移行

はないと判断される

データはない

概ね 3.0 µg/kg/day

2.1 µg/kg/day程度

データはない

概ね 0.04 µg/kg/day未満程度

0.012 µg/kg/day未満程度

モデル計算により､食物への移行

はないと判断される

データはない

最

　

大

　

値

　

等

大　気

 一般環境大気

 室内空気

水　質

 飲料水

 地下水

 公共用水域・淡水

食　物

土　壌

概ね 17 µg/m3  (1995)

98 µg/m3程度  (1998)

［24 µg/m3程度］

データはない

概ね 1 µg/L未満程度  (1996-7)

0.5 µg/L程度(2001) 

モデル計算により､食物への移行

はないと判断される

データはない

概ね 5.1 µg/kg/day

29 µg/kg/day程度

［7.2 µg/kg/day程度］

データはない

概ね 0.04 µg/kg/day未満程度

0.02 µg/kg/day程度

モデル計算により､食物への移行

はないと判断される

データはない

     注：［　］内の数値は、実測値の 95パーセンタイル値を示す。

人の一日暴露量の集計結果を表 2.4に示す。吸入暴露による一日暴露量の予測最大量は 7.2

µg/kg/day（濃度としては 24 µg/m3 (95パーセンタイル値)）であったが、これは室内空気の濃

度に終日暴露されるという前提の値であり、代わりに一般環境大気の値を用いると 5.1

µg/kg/day（濃度としては 17 µg/m3）であった。経口暴露による一日暴露量の予測最大量は 0.04

µg/kg/day未満であるが、これは地下水データによるものである。全暴露経路からの一日暴露

量の予測最大量は、室内空気の濃度に終日暴露されるという前提で 7.2 µg/kg/dayであり、一

般環境大気の値を用いると 5.1 µg/kg/dayであった。
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                        　　　表 2.4　人の一日暴露量

平　　　均 予測最大量

暴露量(µg/kg/day) 暴露量(µg/kg/day)

 一般環境大気      3.0        5.1   大気

 室内空気      2.1      ［7.2］ 

 飲料水     

 地下水      0.04        0.04   水質

 公共用水域・淡水     (0.012)       (0.02)

   食物      

   土壌      

     0.04        0.04

   総暴露量（ケース１）      3.04        7.24

   総暴露量（ケース２）      3.04        5.14
    　注：1)［　］内の数値は、実測値の 95パーセンタイル値より算出した値。
      　  2)（　）内の数字は総暴露量の算出に用いていない。
　　　　　3)　総暴露量（ケース１）は、大気暴露において一般環境大気及び室内空気のうち化学物質の濃度が高い

もの（ここでは一般環境大気）に終日暴露されていると仮定して算出したもの。総暴露量（ケース２）
は、一般環境大気に終日暴露されていると仮定して算出したもの。

          4)　アンダーラインは不検出データによる暴露量を示す。また、総暴露量の項のアンダーラインは、不検
出データによる暴露量が優位を示した総暴露量を示す。

(4) 水生生物に対する暴露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC）

本物質の水生生物に対する暴露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.5のように整理した。

水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域の淡

水域では 0.5 µg/L程度であったが、海水域については分析値が得られなかった。

                         表 2.5　水質中の本物質の濃度

平　　　　均 最　大　値　等媒　体

濃　　　　度 濃　　　度

水　質

  公共用水域・淡水

  公共用水域・海水

0.3 µg/L未満程度  (2001)

データはない

              

0.5 µg/L程度  (2001) 

データはない

    　　　注：公共用水域・淡水は､河川河口域を含む｡
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３．健康リスクの初期評価

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響（内分泌かく乱作用に関する

ものを除く）についてのリスク評価を行った。

（1） 一般毒性及び生殖・発生毒性

①　急性毒性１）

表 3.1　急性毒性
動物種 経路 致死量、中毒量等

ヒト 吸入 TCLo：190 ppm（670 mg/m3）（8週間）

ラット 経口 LD50：25 mg/kg

ラット 吸入 LC50：48,000 ppm（169,000 mg/m3）（4時間）

ラット 腹腔 LDLo：9,100mg/kg
注：（　）内の時間は暴露時間を示す。

本物質の吸入により、めまい、手足の感覚麻痺、歩行困難等の多発性神経炎の症状が現れ

る。

②　中・長期毒性

ア）B6C3F1マウス雌雄各 10匹を 1群とし、0、1,762、3,525、14,099、35,247 mg/m3（0、500、

1,000、4,000、10,000 ppm）を 13週間（6時間/日、5日/週）吸入させた結果、3,525 mg/m3

以上の群で鼻腔内に炎症を認めたが、1,762 mg/m3群ではこのような影響を認めなかった２）。

イ）Wistaラット雄 8匹を 1群とし、0、1,762、4,230、10,574 mg/m3（0、500、1,200、3,000 ppm）

を 16週間（12時間/日、7日/週）吸入させた結果、4,230 mg/m3以上の群で運動神経伝達

速度に有意な減少や末梢神経の組織学的な変性を認めた。1,762 mg/m3の群ではこのような

影響を認めなかったが、若干の体重抑制作用がみられた３）。

③　生殖・発生毒性

Sprague-Dawleyラット雌 40匹を 1群とし、0、705、3,525、17,623 mg/m3（0、200、1,000、

5､000 ppm）を妊娠 6日～19日目までの期間（20時間/日）吸入させた結果、705 mg/m3群の

母ラットと胎仔に異常を認めなかったが、3,525 mg/m3以上の群では胎仔の体重低下を認めた４）。

④　ヒトへの影響

ヒトへの急性影響の報告は少ないが、眼への刺激や皮膚の発赤が知られている。皮膚への

感作性を否定する報告が 1つある。1,760 mg/m3（500 ppm）で 3～5分暴露されても、眼の刺

激症状はみられていない。

本物質は末梢神経をはじめ中枢神経系も障害する。慢性中毒による多発性神経炎発生事例

の報告は多いが、本物質の単独暴露に関する疫学調査はそれほど多くない。

ポリエチレンラミネート工場で本物質を使用していた労働者に、四肢の知覚障害、筋力低

下、筋萎縮、歩行障害などの症状を呈した多発性神経障害が発生した。作業環境濃度は平均

100～1,000ppm、局所最高濃度は 1,000～1,500ppm であった。発症は暴露開始後 3～6 ヶ月で

始まり、症状は職場から離れて 6ヶ月～1年の経過で軽快した５）。
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手袋・靴下領域の感覚が障害される手袋・靴下型の知覚障害、腱反射の減弱・消滅、筋萎

縮の認められた中毒患者では、尿中のクレアチン量が著しく上昇し、クレアチンホスホキナ

ーゼは減少傾向を示したが、神経症状の改善とともに尿中のクレアチン量は減少した６）。

合金製造工場でタングステンカーバイドと他の金属を本物質やアセトンで混ぜ合わせる作

業に従事していた 50 歳未満の労働者 14 人（暴露期間 1～12 年、平均 6.2 年）と過去に暴露

を受けた 5人、本物質の暴露を受けない焼結作業に従事していた同年代の 14人を比較検討し

た結果、明らかな多発性神経炎の発生は認めなかったが、自覚症状で頭痛、四肢知覚異常、

筋力低下、臨床検査では橈骨茎突部の振動覚の低下、電気生理学的検査では神経伝導速度の

低下と運動神経遠位部潜時の延長に有意な差を認めた。過去 2 年間に 4 回、作業環境濃度を

測定した結果は 47、40、88、49 ppmで、平均値は 58 ppmであった７）。この結果、58 ppm（204

mg/m3）が LOAELとなり、これを暴露状況で補正すると 49 mg/m3となる。なお、この疫学調

査には、対象者数が少ないことや以前の暴露歴が不明である等の点が指摘されている。

（2） 発がん性

①　発がん性に関する知見の概要

EHC（1991）は発がん性を示す十分な証拠はなく、発がんイニシエーター（7, 12-ジメチル

ベンゾアントラセン）の暴露後に本物質を皮膚塗布した場合、あるいはプロモーターである

クロトン油と同時塗布した場合でも、皮膚腫瘍の形成が増強されることはなかったとしてい

る。

また、変異原性は代謝活性化の有無にかかわらず、100  µg/plate までの濃度で TA1535、

TA1537、TA100、TA98に対して陰性であったとしている。

②　発がんリスク評価の必要性

IARCにおいて評価は行われておらず、現時点においては評価はできない。

（3） 無毒性量（NOAEL）等の設定

経口暴露については、信頼性のあるデータが得られなかった。

吸入暴露については、ヒトの疫学調査から得られた LOAEL 204 mg/m3（頭痛、四肢知覚異

常、筋力低下等）が信頼性のある最小値であることから同値を採用する。これを暴露状況で

補正して 49 mg/m3とし、さらに LOAELであるために 10で除し、対象者数が少ないことや暴

露履歴が不明であること等を考慮して 5で除した 1 mg/m3を無毒性量等として設定する。

（4） 健康リスクの初期評価結果

表 3.2　健康リスクの初期評価結果
暴露量

暴露経路
平均値 予測最大量

無毒性量等 MOE

室内空気 7.1 µg/m3 24 µg/m3 42
吸入
環境大気 10 µg/m3 17 µg/m3

1 mg/m3 ヒト
59
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］ 

吸入暴露については、より濃度の高い室内空気中の濃度についてみると、平均値で 7.1 µg/m3、

予測最大量で 24 µg/m3であった。ヒトに対する知見より設定された無毒性量等 1 mg/m3と予測

最大量から求めたMOE（Margin of Exposure）は 42となるため、室内空気の吸入暴露による

健康リスクについては情報収集に努める必要があると考えられる。

一方、一般環境大気中の濃度についてみると、平均値で 10 µg/m3、予測最大量で 17 µg/m3

であり、無毒性量等 1 mg/m3と予測最大量から求めたMOEは 59となるため、一般環境大気

の吸入暴露による健康リスクについても情報収集に努める必要があると考えられる。
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４．生態リスクの初期評価

生態リスクの初期評価として、水生生物に対する化学物質の影響（内分泌撹乱作用に関す

るものを除く）についてのリスク評価を行った。

(1) 生態毒性の概要

本物質の水生生物に対する影響濃度に関する知見の収集を行い、その信頼性を確認したも

のについて生物群、毒性分類別に整理すると表 4.1のとおりとなる。
  

表 4.1　生態毒性の概要

信 頼 性生物種 急

性

慢

性

毒性値

[ µg/L]

生物名 ｴﾝﾄﾞﾎﾟｲﾝﾄ

/影響内容

暴露期間

[日] ａ ｂ ｃ

Ref.

No.

○ 8,100 Chlamydomonas
angulosa

EC50　PSE 3時間 ○ 5065

23,100 Anabaena cylindrica EC50　GRO 10～14 ○ 12597

藻類

26,600 Chlorella pyrenoidosa EC50　GRO 10～14 ○ 6030

○ 1,510 Artemia salina IC50　IMM 1 ○ 11323

○ 3,900 Daphnia magna EC50　IMM 2 ○ 11936

○ 732,500 Moina micruna LC50　MOR 4 ○ 18198

甲殻類

○ >1,000,000 Daphnia magna EC50　IMM 1 ○ 707

○ 113,000 Tilapia mossambica LC50　MOR 4 ○ 771

○ >1,000,000 Oryzias latipes LC50　MOR 1 ○ 12497

○ >1,000,000 Oryzias latipes LC50　MOR 1 ○ 12497

○ >1,000,000 Oryzias latipes LC50　MOR 1 ○ 12497

○ >1,000,000 Oryzias latipes LC50　MOR 2 ○ 12497

○ >1,000,000 Oryzias latipes LC50　MOR 2 ○ 12497

魚類

○ >1,000,000 Oryzias latipes LC50　MOR 2 ○ 12497

○ 9,049 Tetrahymena pyriformis 繊毛運動の停止 1 ○ 11553

○ 68,000 Brachionus calyciflorus LC50　MOR 1 ○ 9385

○ 68,300 Brachionus plicatilis LC50　MOR 1 ○ 6002

○ 154,000 Brachionus plicatilis LC50　MOR 1 ○ 16539

○ 154,300 Brachionus plicatilis LC50　MOR 1 ○ 6002

○ 1,900,000 Thiara tuberculata LC50　MOR 4 ○ 18198

○ 120.2 Phytoplankton EC50　PSE 4時間 ○ 16872

○ 68,300 Brachionus calyciflorus LC50　MOR 1 ○ 17689

○ 375,000 Branchiura sowerbyi LC50　MOR 4 ○ 771

その他

○ 595,000 Chironomid LC50　MOR 4 ○ 18198
太字の毒性値は、PNEC算出の際に参照した知見として本文で言及したもの、下線を付した毒性値は PNEC算出の根拠とし
て採用されたものを示す。
信頼性）ａ：毒性値は信頼できる値である、ｂ：ある程度信頼できる値である、
　　　　ｃ：毒性値の信頼性は低いあるいは不明
ｴﾝﾄﾞﾎﾟｲﾝﾄ）EC50（Median Effective Concentration): 半数影響濃度、IC50（Median Inhibition Concentration): 半数阻害濃度、LC50

（Median Lethal Concentration): 半数致死濃度
影響内容）GRO（Growth): 生長（植物）、成長（動物）、IMM（Immobilization): 遊泳阻害、MOR（Mortality): 死亡、PSE（Photosynthesis):
光合成活性阻害
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］

 (2) 予測無影響濃度（PNEC）の設定

急性毒性値及び慢性毒性値のそれぞれについて、信頼できる知見のうち生物群ごとに値の

最も低いものを整理し、そのうち最も低い値に対して情報量に応じたアセスメント係数を適

用することにより、予測無影響濃度（PNEC）を求めた。

急性毒性値については、藻類では Chlamydomonas angulosaに対する光合成活性阻害の 3時

間半数影響濃度（EC50）が 8,100 µg/L、甲殻類では Artemia salinaに対する遊泳の 24時間半数

阻害濃度（IC50）が 1,510 µg/L、魚類では Tilapia mossambicaの 96時間半数致死濃度（LC50）が

113,000 µg/L、その他の生物では繊毛虫類の Tetrahymena pyriformisに対する 24時間繊毛停止

が 9,049 µg/Lであった。急性毒性値について 4生物群（藻類、甲殻類、魚類及びその他）の

信頼できる知見が得られたため、アセスメント係数として 100 を用いることとし、上記の毒

性値のうち最も低い値（甲殻類の 1,510 µg/L）にこれを適用することにより、急性毒性値によ

る PNECとして 15 µg/Lが得られた。

慢性毒性値については、信頼できる毒性データが得られなかった。

本物質の PNEC としては、甲殻類の急性毒性値をアセスメント係数 100 で除した 15 µg/L

を採用する。

(3) 生態リスクの初期評価結果

表 4.2　生態リスクの初期評価結果

媒体 平均濃度 最大値[95 ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ値]濃度

（PEC）

PNEC PEC/

PNEC比

一般環境・淡水域 0.3 µg/L未満程度 1) (2001) 0.5 µg/L程度 (2001)  0.03

一般環境・海水域 データはない データはない   

水質

発生源周辺 データはない データはない

15

µg/L

  

底質 一般環境 我が国におけるデータはない 2) 我が国におけるデータはない 2)

　注：一般環境･淡水域は､河川河口域を含む｡
　※　1) スロバキアのデータとして概ね 0.04 µg/L未満の報告がある(1992)
      2) スロバキアのデータとして概ね 0.00080 µg/g･dryの報告がある(1992)

本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度でみると淡水域では 0.3 µg/L未満程度であ

り、検出下限値未満であった。安全側の評価値として設定された予測環境中濃度（PEC）は

淡水域では 0.5 µg/L程度であった。

予測環境中濃度（PEC）と予測無影響濃度（PNEC）の比は、淡水域では 0.03となり、現時

点では作業は必要ないと考えられる。海水域については、予測環境中濃度（PEC）等の情報

が得られなかったため、現時点では生態リスクの判定はできない。
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